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第 1章 基本理念                            

 

１、提言の趣旨 

本格化する地方分権の推進や三位一体の改革により、これからの地方行政の運営は、

自治体自身が考え、実施し、責任を負う体制づくりが必要であり、併せて、地方財政

の悪化や社会環境の変化等にも柔軟かつ持続的発展ができるよう経営方針に基づい

た大胆な行財政改革が求められています。 
 新市建設計画では、「住民自治によるまちづくりの推進」を位置づけて、暮らしの

豊かさを支える市民サービスをすべて行政が担うというこれまでの意識を変えて、地

域の構成員である住民、企業と行政、さらには今後新たな主体として期待されるＮＰ

Ｏ等が、それぞれの得意分野で力を発揮し、役割を分担して協働で創っていくことを、

明確にしています。 

ここでは、地域と行政がパートナーとして協働、協調していく「“創生”輝く新都 

八代」を目指し、住民に身近な課題やルールを住民自らが決定するという協働のシス

テムづくりの方向性について提言するものです。 

 

２、目指す基本方向 

今日の社会情勢を考えると地域住民の協力体制の強化や住民と行政の役割分担を

明確にして、お互い認め合う真のパートナーシップを築いていくことが大切です。 

それには、住民自治の観点に立ち返って、「住民ができることは住民でおこない、

地域でできることは地域でおこない、それでもできないことは、行政が担う」という

補完性の原則の考え方が重要です。 

 

 

【住民と行政の役割分担】 
 

住民が主体的かつ自

立的に活動する領域 

 

住民が主導し行政が

積極的な支援をする

領域 

 

行政と住民が協働で

立案・実行する領域 

 

 

 

行政が主導し市民に

委嘱する市民参加方

式による領域 

 

 

 

行政が執行者として

責任をもって行う領

域 

住民主体      住民＞行政      住民≒行政      住民＜行政       行政主体 
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第 2章 コミュニティの現状と課題                 

 
１、地域社会を取り巻く環境の変化 

市民の生活様式や価値観の変化、高速交通機関・情報手段の発達による生活圏域の

拡大によって、多様化、複雑化が進み、併せて地域の抱える課題も、環境問題や青少

年育成、少子・高齢化社会の問題等、広範囲となり、行政の業務・役割も多種多様化

しています。 

一方、長引く景気低迷による税収減や地方交付税の大幅な減額が見込まれ、財源を

市民税のほか地方交付税に依存している本市では、厳しい財政運営を強いられること

が予想されています。 

八代市では、平成 17 年 8 月 1 日に合併を成し遂げ、スケールメリットを活かし、

さらに自主的な改革を進めていかなければなりませんが、住民サービスの提供を行政

だけ頼ることに限界がきていることも否めず、今後は住民と行政が協働でまちづくり

を行っていくということが必要になっています。 

 
２、地域社会への関心の高まり 

 近年、週休二日制が定着し、長寿化に伴う退職後の余生など、個人の余暇時間の拡

大も増えています。八代市におけるボランティア団体等も増加傾向にあり、ボランテ

ィアへの参加意欲も見られます。 
これは、阪神淡路大震災におけるボランティアの活躍によって人々の関心が高まっ

たこともひとつの要因とも言えますが、経験豊かで時間に余裕がある人材が地域に増

え、地域に活動の場を求めていることや、住民の社会貢献活動に対する意欲が高まっ

ていることも考えられます。 
 

ボランティア等への参加について（傾向）

60%

18%

10%

0%

12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

関わったことがない

ボランティアやＮＰＯが主催するイベントに参加

ボランティアやＮＰＯの会員として参加

ボランティアやＮＰＯが提供するサービスを利用した

無回答

  

資料：自治会活動に関するアンケート調査（平成 18年 3月回答率 80%） 

ボランティアの貢献度

16%

47%

6%

2%

19%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

おおいに役立っている

ある程度役立っている

あまり役立っていない

全く役立っていない

どちらとも言えない

無回答
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３、地域の安心と安全の確保 

超高齢化社会の到来や大規模災害の発生さらに事故・犯罪等は、一部の地区だけの

問題ではなく、すでに広域化した問題であり、既存の自治会単位での問題解決は難し

い状況にあります。 

地域の安心と安全には、警察等を含め、行政だけで対応することは難しく、地域の

力というものが欠かせず、コミュニティの活性化が最大の課題といえます。 

そのことから、広域的な観点からより広い範囲での自治組織を考え、いくつかの自

治会や各種団体、企業等が連携し、安心・安全な地域づくりを目指していく必要があ

ります。 

 
４、自治会の現状と課題 

（１）自治会の現状 

八代市の最小単位のコミュニティ組織は、自治会で、その代表の長を中心とした住

民組織がそれぞれの地域社会を形成し、日常生活における身近な問題の解決、会員相

互の親睦、地域福祉の促進など様々な活動を自主的に行っています。 

自治会は、どのように社会が変化しようとも存在し続けるというのが自治会の性格

であり、互いに支えあい、住みよいまちづくりを担う自立した組織団体であります。 

急激に進む社会環境の変化に、地域で活動を行っている自治会の役割は大変重要で

す。 

 

自治会の活動内容

78%
73%

59%

39%

29% 31%
24%

9%
4%
0%
5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

系列1 78% 73% 59% 39% 29% 31% 24% 9% 4% 0% 5%

環境整備活
動
地域の祭り

スポーツ・レ
クレーション
活動

福祉活動 防犯活動 防災活動
青少年育成
活動
広報紙の作
成
独自の講座 その他 無回答

資料：自治会活動に関するアンケート調査（平成 18年 3月回答率 80% 複数回答） 
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５、自治会の課題 

自治会の現行組織の維持に係る課題として、住民意識の多様化や連帯・自治意識の

低下が言われている中で、役員のなり手不足や高齢化、参加者減、活動費不足が見ら

れます。 

また、比較的人口が集中する地域では、自治会加入率の低下傾向が見られます。 

さらに新たな自治組織に求められる課題として、分権社会への対応や少子・高齢化

問題、また大規模災害の発生時や広域化する事故・犯罪への対応などが考えられます。 
そのため、自治会単位での解決を考えて行くのではなく、より広い地域と手を取り

合い、さらにＮPO、ボランティア団体等との連携を図りながら、地域の課題や問題点

などを取り組んでいく環境の整備づくりが必要となります。 

 

自治会加入世帯率

42%

30%

17%

7%

1%

4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

100%

90～99％

80～89％

50～79％

49％未満

無回答

自治会の問題点について

54%

41% 41%
39%

21%

13%
11% 10%

7% 6% 5% 6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

系列1 54% 41% 41% 39% 21% 13% 11% 10% 7% 6% 5% 6%

役員を引き
受けてくれ
ない

催し物への
参加者が
少ない

役員の高
齢化が進
んでいる

特定の人し
か参加しな
い

活動費が
不足してい
る

特に困って
いることは
ない

新旧住民
の交流が
図りにくい

活動の指
導者がいな
い

未加入者
が多い

活動を行う
場所がない

その他 無回答

資料：自治会活動に関するアンケート調査（平成 18年 3月回答率 80% 複数回答） 
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６、自治会長と市政協力員制度 

住民意識の多様化や社会環境の変化等により、自治会の自主的な業務も多種多様化

し、併せてさまざまな地域組織の役員も兼務しているため、自治会長は多忙な地域活

動を行っています。 

一方、八代市では、住民の福祉を増進し、市政の円滑な運営を図る目的から、自治

会の長を非常勤特別職として｢市政協力員｣の委嘱を行っています。市政協力員は、行

政事務の補助的な業務をはじめ、広報紙の配布や環境美化活動に関する事務等を担い、

住民と行政の重要なパイプ役として各種施策の協力など市政の円滑な運営に寄与し

ています。 

今日の社会環境の変化や分権社会等を考えると地域住民の協力体制の強化を図る

とともに、自治会長と市政協力員の役割を明確にしながら、今後求められる真のパー

トナーシップというものを考えていかなければなりません。 

 

自治会長の兼務状況

100%

20% 19%
11% 11% 11% 10% 10% 5% 2% 1%

19%

38%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

系列1 100% 20% 19% 11% 11% 11% 10% 10% 5% 2% 1% 19% 38%

市政協力
員・嘱託員・
区長

総合社会教
育推進協議
会

社会福祉協
議会
環境関係団
体
自治振興会
等

老人会
防犯・防災
関係団体

体育協会
交通安全指
導員

民生・児童
委員

婦人会 その他
市政協力
員・嘱託員・
区長のみ

資料：自治会活動に関するアンケート調査（平成 18年 3月回答率 80% 複数回答） 

 

■自治会長と市政協力員の相違点 
 自治会長 市政協力員 

任期等 自治会規則による 
２年（再任可） 
非常勤特別職（八代市市政協力員設置規程） 
町内会長・区長等を市長が委嘱 

業 務 

■地域環境整備活動 
地域福祉活動、防犯、防災活動、青少年育成、交通安

全、環境美化活動等 
■親睦活動 
スポーツ、レクレーション、地域の祭り等 
■施設管理活動 
自治公民館の管理、防犯灯の管理、公園の管理等 

①通達事項の徹底及び市民との連絡事務 
②各種証明及び簡易な調査報告事務 
③市報等の配布 
④世帯票の整理 
⑤住民実態調査の協力 
⑥その他、市長において特に依頼する事務 

報 酬 自治会規則による 
月 額：均等割 15,000円 
   ：世帯割 70円 
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７、急がれる防災組織の確立 

 大規模な災害が発生した場合、被害を最小限にとどめるため防災関係機関・団体は、

総力をあげて災害応急活動に取り組みますが、地震などによる災害では、同時に多発

する火災をはじめ、道路の寸断や建物の倒壊、断水や電力供給のストップなど、あら

ゆる災害が同時かつ広範囲に発生するものと思われ、消防や警察、市役所など公共機

関の対応にも限界があります。特に八代市には、「日奈久・布田川断層による地震」「大

雨洪水による球磨川等の河川堤防の決壊」「高潮被害」「山間地における土砂災害」等

が想定され、防災に対する危機意識を早急に高めて行かなければなりません。 
地域住民の方が、自主的・組織的に消火、救出、救護などの防災活動を行うことで

地域の人命救助や財産保護などに大きな力となり、災害による被害を最小限に抑える

ことが考えられます。 

 また、災害時に大勢の人が避難所に集まって避難生活をするときや、共同で防災訓

練をするときなど、自治会等の組織がいくつか連合すると、もっと強力な活動ができ

ることが考えられます。公民館や学校等の公共施設が避難所として 活用されること

などから考えて、地域の拠点施設を核とした規模での組織づくりも検討材料のひとつ

と言えます。 

 
【南九州の主な活断層】 

 



 9 

第３章 住民主体の取り組みに向けて                

 
１、協働のあり方 

 

（１）協働とは 

協働には、様々な役割分担や形態等があり、大きく３つのパターンが考えられま

す。 
■民民協働：市民と市民の協働（市民と企業の協働、市民と NPO,ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの協働） 
■公民協働：行政と市民の協働（行政と企業の協働、行政と NPO,ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの協働） 

■公公協働：行政と行政の協働（市と県の協働、環境課と企画課の協働） 

 
協働によるまちづくりを目指して行くには、それぞれ果たすべき役割と責任を自

覚し、相互に補完し、協力し合う関係が重要になります。 
また、それぞれの関係が異なるため、お互いの立場の違いを理解し、対等な立場

で話しあう姿勢を確認しあうことも必要となります。 
 
（２）信頼関係の構築 

  住民・NPO、ボランティア団体・企業・行政とが協働の関係を築いていくには、
お互いが信頼関係を結ぶことが重要となります。信頼関係を構築することによって、

大きな原動力を生み出し、多様な自治的解決が図られることが考えられます。 
 

（３）協働における新たな公共 

  協働は、市民と行政等とが課題を解決するための手段であり、公共の空間を市民

と行政等とで担っていくものです。これまで公共サービスの提供は、行政が行うも

のという前提で、行政が関与するしないの判断は行政自身で行っていました。しか

し、これからは、行政だけが当然のように「公」を担うのではなく、市民も「自分

たちのまちは自分たち自身でつくっていく」という認識の下、公共の担い手として、

意識を持たなければなりません。 
特に八代市の場合は、広範囲の市町村合併を行っているため、それぞれの地域特

性が異なっていることから、行政は一律の施策を展開するのではなく、地域の自主

性を尊重し、必要に応じた支援策や地域と協働で取り組みやすい環境整備を図って

いく必要があります。 
 
（４）共通認識 

 市民と行政等が協働の関係を築いていく上で、共通認識するための基本原則を次

のとおりとします。 
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■求同存異の原則 

    それぞれが、補完し、求め合い、助け合い、存在を認め合うことで協働を

構築して行く。 

  ■補完性の原則 

    住民ができることは住民でおこない、地域でできることは地域でおこない、

それでもできないことは、行政が担う補完性の原則の考え方にたって協働を

進める。 

  ■対等性の原則 

    お互いが対等という関係に心がけ、新たな公共空間のパートナーとして意

識を持つ。 

  ■目標共有の原則 

    地域のまちづくり目標が達成できるようにお互いが目標を共有すること

で協働が生まれる。 

  ■自主性・自立性の原則 

    自己決定・自己責任の活動を理解・尊重し、自立化を進める。 

 

２、市民の役割 

 住民一人ひとりが地域社会に関心を持ち、自分たちのまちは自分たちで守り育てる

ためには、次のような役割と自覚が求められます。 
 
■住民自治の観点にかえって、自治意識を高める。 
■地域社会に関心を持ち、自分自身が行動し積極的に地域活動に参加する。 
■自治会活動を活発化させさるため、隣近所との普段の付き合いを深める。近所

同士、挨拶や会話を日常的に交わし良好な関係を築く。 
■市民は行政施策等への関心を持つ。 
■自らが地域の課題解決に向けて協力しあう意識を持つ。 
■自らが行政の活動やまちの将来について関心を持つ。 

 
３、行政の役割 

 住民が活動しやすい環境づくりや住民の自治力を高めるため、次のような役割が求

められます。 
   
■行政情報の提供や公開を効率的、効果的に行い、市民との情報の共有化を図る。 
 ■市民と行政の協働を図り、市民が納得する業務運営を実施する。 
 ■市民の自治意識を高めるため、人材の育成・発掘及び派遣等を行う。 
■医療、福祉の充実で健康で生きがいが持てる暮らしの環境整備を図る。 
  ■市民との対話づくりなど、市民参加の環境整備を図る。 
  ■市民のパートナーとして信頼を得るよう職員の意識改革を図る。 
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４、市民と行政の連携 

協働のまちづくりを推進するパートナーとして、市民（住民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体等）と

行政がそれぞれ役割を認め合い、地域活動の活性化を図って行くためには、次の役割

が求められます。 
 
■市民と行政が対等のパートナーとして連携・強化を図っていく 
■自主性・自立性の確保 
■お互いの立場、役割、自主性を認識しあう 
■お互いの得意分野を発揮して取り組む 
■信頼関係を構築する 

 
 
【協働のイメージ】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【行 政】 
・公平・中立性 
・効率的な行政
運営 

協 働 

ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ 

【住 民】 
・相互扶助によ
るまちづくり 
・地域公益活動 
 の実施 
  

 
     

【NPO、企業等】 
・市民活動への社会的理
解や参加の促進 
・公益活動への参画 

参
加 

参加 参加 


